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(57)【要約】
【課題】シンプルな構造で、建物内の間取りや見栄え等
の変更を極力抑えながら建物を補強することが可能な建
物補強方法を提供する。
【解決手段】建物ＥＢの複数の柱Ｐ間に制振機構１を亘
らせて建物ＥＢの鉛直構面Ｋを制振補強する建物補強方
法であって、制振機構１が、複数の柱Ｐ間に亘る状態で
複数の柱Ｐに取り付けられる上下の弦材１１Ａ，１１Ｂ
と、上下の弦材１１Ａ，１１Ｂ間に亘る状態で上下の弦
材１１Ａ，１１Ｂにピン連結される複数の連結部材１２
と、弦材１１Ａ，１１Ｂと複数の連結部材１２の各々と
に亘って備えられ、弦材１１Ａ，１１Ｂと複数の連結部
材１２の各々との相対変位に減衰力を付与する複数のダ
ンパ２０とを備えて構成される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　建物の複数の柱間に制振機構を亘らせて建物の鉛直構面を制振補強する建物補強方法で
あって、
　前記制振機構が、複数の前記柱間に亘る状態で複数の前記柱に取り付けられる上下の弦
材と、上下の前記弦材間に亘る状態で上下の前記弦材にピン連結される複数の連結部材と
、前記弦材と複数の前記連結部材の各々とに亘って備えられ、前記弦材と複数の前記連結
部材の各々との相対変位に減衰力を付与する複数のダンパとを備えて構成される建物補強
方法。
【請求項２】
　多数の前記連結部材が、前記弦材の延在方向で間隔を空けて並設される請求項１記載の
建物補強方法。
【請求項３】
　前記ダンパが、上下の前記弦材と複数の前記連結部材との仕口部の各々に取り付けられ
、地震時に前記柱よりも先に降伏する仕口ダンパである請求項１又は２記載の建物補強方
法。
【請求項４】
　前記制振機構が、前記建物の床下空間又は天井裏空間に納められる請求項１～３のいず
れか１項に記載の建物補強方法。
【請求項５】
　前記制振機構が、建物を制振補強前の姿に復元可能なように、前記柱の周囲に備えられ
る接合用部材を介して前記柱に対して着脱自在な状態で間接的に固定される請求項１～４
のいずれか１項に記載の建物補強方法。
【請求項６】
　前記制振機構として、複数の前記柱の表側に配置される表側の制振機構と、複数の前記
柱の裏側に配置される裏側の制振機構とが備えられ、
　複数の前記柱の間に表側及び裏側の前記制振機構を設けるのに、前記接合用部材が表側
及び裏側の前記制振機構で挟み込まれ、表側及び裏側の前記制振機構と前記接合用部材と
が前記柱から外れた箇所で締結具にて締結固定される請求項５記載の建物補強方法。
【請求項７】
　前記接合用部材が、前記柱の表側に配置される表側の分割接合用部材と、前記柱の裏側
に配置される裏側の分割接合用部材とに分割され、
　表側及び裏側の前記制振機構と表側及び裏側の前記分割接合用部材とが前記締結具にて
締結固定される請求項６記載の建物補強方法。
【請求項８】
　前記接合用部材が、前記柱の建物内方側に配置される内側接合用部材と、前記柱の建物
外方側に配置されて前記柱を挟み込む状態で前記内側接合用部材と連結される接合用バン
ド部材とから構成され、
　表側及び裏側の前記制振機構と前記内側接合用部材とが前記締結具にて締結固定される
請求項６記載の建物補強方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建物の複数の柱間に制振機構を亘らせて建物の鉛直構面を制振補強する建物
補強方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　建物の鉛直構面を制振補強する技術として、軸方向に沿って変形して地震エネルギーを
減衰可能なダンパを備えた制振ブレースが広く知られている（例えば、特許文献１参照）
。このような制振ブレースを建物に設ければ、建物の鉛直構面を制振補強することができ
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るが、制振ブレースは鉛直構面の対角の仕口部間に斜めに配置されるので、鉛直構面の全
高に相当する上下に広い設置スペースが必要で、どうしても制振補強の前後（又は採否）
で建物内の間取りや見栄え等が変更されることになる。
【０００３】
　特許文献２には、鉛直構面の上部側において略水平方向に延びる架設材を建物とは独立
して設け、建物の柱と架設材との間にダンパを設けた建物補強方法が記載されている。こ
の建物補強方法では、架設材が鉛直構面の上部側において略水平方向に延びているので、
建物内の間取りや見栄え等を余り変更せずに建物を補強することができる。
　なお、特許文献３には、木造の建物の天井側において梁を井桁状に組んだ水平構面の仕
口部にダンパを設ける建物補強方法が記載されているが、この技術は、建物の水平構面を
制振補強するもので、建物の鉛直構面を制振補強するものではない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－３５７０１３号公報
【特許文献２】特開２０１６－５０４７４号公報
【特許文献３】特許第６０９５０１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記特許文献２に記載の技術では、建物内の間取りや見栄え等を余り変更せずに建物を
補強することができるものの、架設材を建物とは独立して支持するための専用の柱等が必
要となり、構造が複雑化・大型化する不都合がある。
【０００６】
　本発明は、上述の如き実情に鑑みてなされたものであって、その主たる課題は、シンプ
ルな構造で、建物内の間取りや見栄え等の変更を極力抑えながら建物を補強することが可
能な建物補強方法を提供する点にある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の第１特徴構成は、建物の複数の柱間に制振機構を亘らせて建物の鉛直構面を制
振補強する建物補強方法であって、
　前記制振機構が、複数の前記柱間に亘る状態で複数の前記柱に取り付けられる上下の弦
材と、上下の前記弦材間に亘る状態で上下の前記弦材にピン連結される複数の連結部材と
、前記弦材と複数の前記連結部材の各々とに亘って備えられ、前記弦材と複数の前記連結
部材の各々との相対変位に減衰力を付与する複数のダンパとを備えて構成される点にある
。
【０００８】
　本構成によれば、地震時において、一つの鉛直構面を構成する一対の柱が一方（例えば
右方）に傾くと、下方側の弦材よりも上方側の弦材が右方に移動して上下の弦材間に亘ら
せた複数の連絡部材も柱と同様に一方に傾くことになる。よって、複数の連結部材の各々
と弦材とに亘って設けられた複数のダンパは、夫々が比較的小型のものであっても、複数
の連結部材の各々と弦材との相対変位に対して充分な減衰力を付与することができ、地震
エネルギーを効率良く減衰することができる。
　そして、制振機構を構成する上下の弦材は、建物の柱に取り付けられるので、専用の柱
等の別途の支持構造が不要であり、更に、制振機構を構成する上下の弦材が水平方向に延
在する部材であるので、制振機構の設置スペースを鉛直構面の上部や下部等の一部の高さ
領域とすることができる。
　したがって、シンプルな構造で、建物内の間取りや見栄え等の変更を極力抑えながら建
物を補強することが可能となる。
【０００９】
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　本発明の第２特徴構成は、多数の前記連結部材が、前記弦材の延在方向で間隔を空けて
並設される点にある。
【００１０】
　本構成によれば、多数の連結部材を弦材の延在方向で間隔を空けて並設することで、多
数の連結部材と弦材とに亘らせる多数のダンパの設置スペースを適切に確保することがで
きる。よって、多数のダンパを適切に作動させて大きな減衰力を実現することができる。
【００１１】
　本発明の第３特徴構成は、前記ダンパが、上下の前記弦材と複数の前記連結部材との仕
口部の各々に取り付けられ、地震時に前記柱よりも先に降伏する仕口ダンパである点にあ
る。
【００１２】
　本構成によれば、上下の前記弦材と複数の前記連結部材との仕口部の各々に仕口ダンパ
を取り付けることで、ダンパの設置箇所を多くして各ダンパを小型化することができる。
そして、多数の仕口ダンパが地震時に柱よりも先に降伏して振動エネルギーを減衰するこ
とで、柱の損傷を適切に回避することができる。
【００１３】
　本発明の第４特徴構成は、前記制振機構が、前記建物の床下空間又は天井裏空間に納め
られる点にある。
【００１４】
　本構成によれば、制振機構が、建物の床下空間又は天井裏空間に納められるので、建物
内の間取りや見栄え等を変更せずに建物を補強することが可能となる。
【００１５】
　本発明の第５特徴構成は、前記制振機構が、建物を制振補強前の姿に復元可能なように
、前記柱の周囲に備えられる接合用部材を介して前記柱に対して着脱自在な状態で間接的
に固定される点にある。
【００１６】
　本構成によれば、柱に対して着脱自在な状態で間接的に取り付けられた制振機構を取り
外すことで、必要に応じて建物を制振補強前の姿に復元することができる。
【００１７】
　本発明の第６特徴構成は、前記制振機構として、複数の前記柱の表側に配置される表側
の制振機構と、複数の前記柱の裏側に配置される裏側の制振機構とが備えられ、
　複数の前記柱の間に表側及び裏側の前記制振機構を設けるのに、前記接合用部材が表側
及び裏側の前記制振機構で挟み込まれ、表側及び裏側の前記制振機構と前記接合用部材と
が前記柱から外れた箇所で締結具にて締結固定される点にある。
【００１８】
　本構成によれば、表側と裏側の両方の制振機構を用いて地震時の地震エネルギーを大き
く減衰することができる。しかも、表側及び裏側の制振機構を、柱の周囲に備えられる接
合用部材を介して柱から外れた箇所で締結固定するので、柱を傷つけずに複数の柱間に表
側及び裏側の制振機構を亘らせて建物を補強することができる。
【００１９】
　本発明の第７特徴構成は、前記接合用部材が、前記柱の表側に配置される表側の分割接
合用部材と、前記柱の裏側に配置される裏側の分割接合用部材とに分割され、
　表側及び裏側の前記制振機構と表側及び裏側の前記分割接合用部材とが前記締結具にて
締結固定される点にある。
【００２０】
　本構成によれば、柱を挟み込む状態に表側及び裏側の分割接合用部材を配置し、その表
側及び裏側の分割接合用部材を挟み込む状態で表側及び裏側の制振機構を配置し、表側及
び裏側の分割接合用部材と、表側及び裏側の分割接合用部材を締結具にて締結固定するこ
とで、柱を傷つけずに効率良く制振機構を設置することができる。
【００２１】
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　本発明の第８特徴構成は、前記接合用部材が、前記柱の建物内方側に配置される内側接
合用部材と、前記柱の建物外方側に配置されて前記柱を挟み込む状態で前記内側接合用部
材と連結される接合用バンド部材とから構成され、
　表側及び裏側の前記制振機構と前記内側接合用部材とが前記締結具にて締結固定される
点にある。
【００２２】
　本構成によれば、接合用部材のうち、柱の建物外方側に配置されるのが嵩の低い接合用
バンド部材であるので、柱が建物の外周部に配置される外周柱であっても、建物補強後に
接合用部材が目立つことがなく、建物外観を良好に維持することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】（ａ）建物補強方法により制振補強を施した建物補強構造の要部の縦断面図、（
ｂ）建物補強構造の制振メカニズムを示す要部の縦断面図
【図２】建物補強構造の要部の分解斜視図
【図３】（ａ）内部柱に対する制振機構の取り付け構造を示す図、（ｂ）外周柱に対する
制振機構の取り付け構造を示す図
【図４】建物補強方法の別実施形態を示す建物補強構造の要部の縦断面図
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　本発明の建物補強方法（建物補強構造）の実施形態を図面に基づいて説明する。
　図１（ａ）は、建物補強方法により既存建物ＥＢ（建物の一例）に制振補強を施した建
物補強構造の要部を示している。この建物補強方法は、既存建物ＥＢの複数の柱（既存柱
）Ｐ間に制振機構１を亘らせて既存建物ＥＢの鉛直構面Ｋを制振補強する。
【００２５】
　補強対象とする既存建物ＥＢの構造形式は、各種の構造形式であってよいが、本実施形
態では、木造である場合を例に挙げている。この木造の既存建物ＥＢは、コンクリートや
石材等からなる支持構造Ｓの上に木製の複数の柱Ｐを立設し、複数の柱Ｐ間に木製の梁（
図示省略）等の横架材を架け渡して複数の柱Ｐと横架材からなる鉛直構面Ｋを有する既存
躯体が構成されている。この既存躯体には、床材Ｆや壁材Ｗ、屋根材（図示省略）等が支
持されている。
　そして、本実施形態の建物補強方法では、制振機構１を、既存建物ＥＢにおける床材Ｆ
の下方の床下空間（既存床下空間）Ｓ１に納めることで、既存建物ＥＢ内の間取りや見栄
え等を変更せずに既存建物ＥＢを補強するようにしている。
【００２６】
　以下、制振機構１について説明を加える。
　制振機構１は、図１に示すように、複数の柱Ｐ間に亘る状態で複数の柱Ｐに取り付けら
れる上下の弦材１１Ａ，１１Ｂと、上下の弦材１１Ａ，１１Ｂ間に亘る状態で上下の弦材
１１Ａ，１１Ｂにピン連結される複数の連結部材１２と、各弦材１１Ａ，１１Ｂと複数の
連結部材１２の各々とに亘って備えられ、各弦材１１Ａ，１１Ｂと複数の連結部材１２の
各々との相対変位に減衰力を付与する複数のダンパ２０とを備えて構成される。
【００２７】
　上下の弦材１１Ａ，１１Ｂは、略水平姿勢の木製の横桟にて構成され、複数の鉛直構面
Ｋを構成する四つの柱Ｐに亘る状態で四つの柱Ｐに取り付けられている。また、下方の弦
材１１Ｂは、支持構造Ｓの上面に接する状態で設置されている。なお、上下の弦材１１Ａ
，１１Ｂは、少なくとも鉛直構面Ｋを構成する二本の柱Ｐ間に亘る状態で二本の柱Ｐに取
り付けられていればよく、鉛直構面Ｋ毎に分けて構成することができる。
【００２８】
　連結部材１２は、略鉛直姿勢の木製の縦桟にて構成され、上下の弦材１１Ａ，１１Ｂの
延在方向（図中のＸ方向）で所定の間隔を空けて並設される。連結部材１２は、鉛直構面
Ｋの内部に複数個が配置される状態で並設される。図１では、中央側の鉛直構面Ｋの内部
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に５個の連結部材１２が配置され、左側と右側の鉛直構面Ｋの夫々に２個の連結部材１２
が配置されている場合を例示している。上下の弦材１１Ａ，１１Ｂと多数の連結部材１２
とで、梯子状の構造体が構成される。
【００２９】
　連結部材１２は、上端部が上方の弦材１１Ａにピン連結され、下端部が下方の弦材１１
Ｂにピン連結される。連結部材１２と上下の弦材１１Ａ，１１Ｂとのピン連結構造として
は、例えば、上下の弦材１１Ａ，１１Ｂの延在方向（Ｘ方向）に直交する表裏方向（Ｙ方
向）に沿う一本の貫通ボルトにて回転自在に連結したり、固定度の低いピン接合等の接合
形式で連結したりしてもよく、上下の弦材１１Ａ，１１Ｂの延在方向（Ｘ方向）に直交す
る表裏方向（Ｙ方向）に沿う軸周りで回転が可能な各種のピン連結構造を採用することが
できる。
【００３０】
　前記ダンパ２０は、地震時に柱Ｐよりも先に降伏する金属系等のせん断ダンパであって
、上下の弦材１１Ａ，１１Ｂと複数の連結部材１２との仕口部の各々に取り付けられる仕
口ダンパにて構成される。
【００３１】
　例えば、各ダンパ２０は、１／４円弧に沿って延びるダンパ本体の一端側及び他端側に
フランジ状等の取り付け部を設けて構成される。そして、上下の弦材１１Ａ，１１Ｂと複
数の連結部材１２との仕口部の各々において、ダンパ２０の一端側の取り付け部が上下の
弦材１１Ａ，１１Ｂの側にボルト等の固定具にて固定状態で取り付けられ、ダンパ２０の
他端側の取り付け部が連結部材１２の側にボルト等の固定具にて固定状態で取り付けられ
る。
　ダンパ２０は、上下の弦材１１Ａ，１１Ｂと連結部材１２との相対的な姿勢変化（相対
変位）に連れてダンパ本体が塑性変形することで、上下の弦材１１Ａ，１１Ｂの相対変位
に減衰力を付与することができる。
【００３２】
　なお、本実施形態では、図２（連結部材１２及びダンパ２０は省略）に示すように、制
振機構１として、複数の柱Ｐの表側（図中の右下側）に配置される表側の制振機構１Ａと
、複数の柱Ｐの裏側（図中の左上側）に配置される裏側の制振機構１Ｂとが備えられ、省
スペース化を図りながら大きな制振効果を発揮するようにしている。表側の制振機構１Ａ
と制振機構１Ｂは、例えば、上下の弦材１１Ａ，１１Ｂどうしを複数の横連結部材（図示
省略）等を介して連結する等により一体化することができる。
【００３３】
　このように制振補強を施した建物補強構造は、図１（ｂ）に示すように、地震時におい
て、一つの鉛直構面Ｋを構成する一対の柱Ｐが右側（一方側）に傾くと、下方側の弦材１
１Ｂよりも上方側の弦材１１Ａが右方に移動して上下の弦材１１Ａ，１１Ｂ間に亘らせた
複数の連結部材１２も柱Ｐと同様に一方に傾くことになる。よって、複数の連結部材１２
の各々と弦材１１Ａ，１１Ｂとに亘って設けられた複数のダンパ２０は、夫々が比較的小
型のものであっても、複数の連結部材１２の各々と弦材１１Ａ，１１Ｂとの相対変位に対
して充分な減衰力を付与することができ、地震時において地震エネルギーを効率良く減衰
することができる。
【００３４】
　次に、図２、図３を参照し、柱Ｐに対する制振機構１の取り付け方法（取り付け構造）
について説明を加える。本実施形態の建物補強方法では、内部柱Ｐ２（建物内部の柱Ｐ）
に対する制振機構１の取り付け方法（図３（ａ）参照）と、外周柱Ｐ１（建物外周部の柱
Ｐ）に対する制振機構１の取り付け方法（図３（ｂ）参照）の二種類の方法を用いている
。
【００３５】
　（共通構成）
　二種類の取り付け方法の共通構成として、いずれの取り付け方法も、図２、図３に示す
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ように、制振機構１が、既存建物ＥＢを制振補強前の姿に復元可能なように、柱Ｐの周囲
に備えられる接合用部材３１を介して柱Ｐに対して着脱自在な状態で間接的に固定される
。よって、必要に応じて制振機構１を取り外して既存建物ＥＢを制振補強前の姿に復元す
ることができる。
【００３６】
　具体的には、図２に示すように、制振機構１は、上下二つの接合用部材３１を用いて柱
Ｐの夫々に上下の二箇所で固定される。
　図３に示すように、上方側では、表側及び裏側の制振機構１Ａ，１Ｂの上方側の弦材１
１Ａ，１１Ａと、柱Ｐの周囲に備えられる上方側の接合用部材３１が、柱Ｐから左右方向
（Ｘ方向）で外方に外れた箇所で共通の締結具３２にて締結固定される。同様に、下方側
では、表側及び裏側の制振機構１Ａ，１Ｂの下方側の弦材１１Ｂ，１１Ｂと、柱Ｐの周囲
に備えられる下方側の接合用部材３１が、柱Ｐから左右方向で外方に外れた箇所で共通の
締結具３２にて締結固定される。
　締結具３２は、例えば、図３に示すように、長ボルト３２Ａと、そのボルト軸方向の両
端側に螺合されるナット３２Ｂ等から構成され、表側及び裏側の制振機構１Ａ，１Ｂ及び
接合用部材３１が表裏方向（Ｙ方向）から共締め状態で締め付け固定される。
【００３７】
　このように、表側及び裏側の制振機構１Ａ，１Ｂを、柱Ｐの周囲に備えられる接合用部
材３１を介して柱Ｐから外れた箇所で締結固定することで、柱Ｐを傷つけずに複数の柱Ｐ
間に表側及び裏側の制振機構１Ａ，１Ｂを亘らせることができる。
　なお、制振機構１と柱Ｐとは、制振機構１の上下の弦材１１Ａ，１１Ｂの延在方向（Ｘ
方向）に直交する軸周りで回転が可能な上述したピン連結構造等にて取り付けてもよい。
【００３８】
　（内部柱Ｐ２に対する制振機構１の取り付け方法）
　内部柱Ｐ２に対する取り付け方法では、図３（ａ）に示すように、接合用部材３１が、
内部柱Ｐ２の表側に配置される表側の木製の分割接合用部材３１Ａと、内部柱Ｐ２の裏側
に配置される裏側の木製の分割接合用部材３１Ｂとに表裏方向（図中の上下方向）で二分
割（複数分割の一例）される。そして、表側及び裏側の制振機構１Ａ，１Ｂと表側及び裏
側の分割接合用部材３１Ａ，３１Ｂが、表裏方向から内部柱Ｐ２を挟み込む状態で配置さ
れ、表裏方向から締結具３２にて締結固定される。
【００３９】
　表側及び裏側の両分割接合用部材３１Ａ，３１Ｂは、平面視において矩形状の一辺の中
間部位に内部柱Ｐ２の約半分が嵌り込み可能な半円状の装着凹部３１ａを備えており、そ
れら装着凹部３１ａどうしの間に柱Ｐが位置し、且つ、両分割接合用部材３１Ａ，３１Ｂ
の相対向する面（装着凹部３１ａの両脇に位置する面）どうしが接触する状態で柱Ｐの周
囲に配置可能に構成される。表側及び裏側の両分割接合用部材３１Ａ，３１Ｂは、表裏方
向（Ｙ方向）で対称な形状で構成され、平面視で矩形状を形成する状態で内部柱Ｐ２の周
囲に配置される。
【００４０】
　（外周柱Ｐ１に対する制振機構１の取り付け方法）
　外周柱Ｐ１に対する取り付け方法では、図３（ｂ）に示すように、接合用部材３１が、
外周柱Ｐ１の建物内方側（図中右側）に配置される木製の内側接合用部材３１Ｄと、外周
柱Ｐ１の建物外方側（図中左側）に配置されて外周柱Ｐ１を挟み込む状態で内側接合用部
材３１Ｄと連結される可撓性の接合用バンド部材３１Ｅとから構成され、表側及び裏側の
制振機構１Ａ，１Ｂと、外周柱Ｐ１の周囲に取り付けられた内側接合用部材３１Ｄとが表
裏方向（Ｙ方向）から締結具３２にて締結固定される。接合用バンド部材３１Ｅは、例え
ば、炭素繊維等の強度の高い素材にて構成される。
　このように、接合用部材３１のうち、外周柱Ｐ１の建物外方側に配置されるのが嵩の低
い接合用バンド部材３１Ｅとすることで、建物補強後に接合用部材３１が目立つことがな
く、建物外観を良好に維持することができる。
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【００４１】
　内側接合用部材３１Ｄは、平面視で外周柱Ｐ１側（左側）の辺の中間部位に外周柱Ｐ１
側に突出する突出部３１ｂが備えられる。突出部３１ｂの表裏方向（Ｙ方向）の幅は、外
周柱Ｐ１の直径と同等の寸法で構成される。突出部３１ｂの先端面には、外周柱Ｐ１の約
半分が嵌り込み可能な半円状の装着凹部３１ａが形成される。
　内側接合用部材３１Ｄは、突出部３１ｂの先端面の装着凹部３１ａに柱Ｐの建物内方側
が位置する状態で外周柱Ｐ１の周囲に配置され、外周柱Ｐ１を囲うように配置された接合
用バンド部材３１Ｅの両端部を内側接合用部材３１Ｄの突出部３１ｂの表裏の両面に対し
てボルトやビス等の固定具３３で固定することで、外周柱Ｐ１に固定される。
【００４２】
　　〔別実施形態〕
（１）前述の実施形態では、図１（ａ）に示すように、制振機構１を、既存建物ＥＢにお
ける床材Ｆの下方の床下空間（既存床下空間）Ｓ１に納めるようにしていたが、これに代
えて、図４に示すように、制振機構１を、既存建物ＥＢにおける天井材Ｃ（天井材Ｃがな
い場合は室内空間）の上方の天井裏空間（既存天井裏空間）Ｓ２に納めるようにしてもよ
い。この場合も、既存建物ＥＢ内の間取りや見栄え等を変更せずに既存建物ＥＢを補強す
ることができる。
【００４３】
（２）前述の実施形態では、上下の弦材１１Ａ，１１Ｂ及び連結部材１２が、木製である
場合を例に示したが、鋼製や金属製等であってもよい。
【００４４】
（３）前述の実施形態では、ダンパ２０が、せん断ダンパにて構成される場合を例に示し
たが、粘性ダンパやオイルダンパ等にて構成されてもよい。
【００４５】
（４）柱Ｐに対する制振機構１の取り付け方法（取り付け構造）は、前述の実施形態で示
した取り付け方法（取り付け構造）に限らず、既存建物ＥＢの状態や制振機構１の設置部
位等に応じた各種の取り付け方法（取り付け構造）を用いることができる。
【００４６】
（５）本発明の建物補強方法（建物補強構造）は、前述の実施形態で示した既存建物ＥＢ
に制振補強を施す場合に限らず、新築建物に制振補強を施す場合にも好適に適用すること
ができる。
【符号の説明】
【００４７】
１　　　　制振機構
１Ａ　　　表側の制振機構
１Ｂ　　　裏側の制振機構
１１Ａ　　上方側の弦材
１１Ｂ　　下方側の弦材
１２　　　連結部材
２０　　　ダンパ
３１　　　接合用部材
３１Ａ　　表側の分割接合用部材
３１Ｂ　　裏側の分割接合用部材
３１Ｄ　　内側接合用部材
３１Ｅ　　接合用バンド部材
３２　　　締結具
ＥＢ　　　既存建物（建物）
Ｋ　　　　鉛直構面
Ｐ　　　　柱
Ｓ１　　　床下空間
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